（７）　業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等について
　１　業務継続計画（ＢＣＰ）の策定等の義務化

介護、障害福祉サービス及び救護施設等は、要介護者・障害者、利用者及び家族等の生活を支える上で欠かせないものであり、新型コロナウィルス等感染症や大地震などの自然災害（以下「災害等」）が発生した場合や緊急事態宣言下などの制限下であっても、必要なサービスが安定的・継続的に提供できることが重要となります。
災害等が発生すると、通常通りに業務を実施することが困難となることから、まず、業務を中断させないように準備するとともに、中断した場合でも優先業務を実施するため、あらかじめ検討した方策を計画書としてまとめておくことが重要となります。
これらの方策を取りまとめた計画書が、ＢＣＰ（ビー・シー・ピー、Business Continuity Plan の略称）と呼ばれるもので、業務継続計画などと訳されます。
これらを踏まえ、災害等が発生した場合について平時から準備・検討し対応できる体制を構築する観点から、法令（ 注１ ）の改正により、
・業務継続に向けた計画等の策定
・研修の実施
・訓練（シミュレーション）の実施　　等が
高齢者福祉施設・サービス事業者、障害福祉サービス事業所等事業者及び救護施設等において義務付けられました。なお、これらの実施等については、他の社会福祉施設・事業者との連携等により行うことも差し支えないとされています。
　また、業務継続計画の策定等については、令和６年３月３１日までの間は努力義務とされておりますので、その間に施設・事業所等において計画の策定等を進める必要があります。
２　業務継続計画策定等による災害等への対応力強化の概要
法令に該当する施設、サービス事業者及び救護施設等は、災害等が発生した場合であっても、利用者に必要なサービスが安定的・継続的に提供される体制を構築することとなります。
ア　感染症対策の強化

感染症の発生及びまん延等に関する取組の徹底を求める観点から、以下の取組を義務づけられました。

・施設系サービスについて、現行の委員会の開催、指針の整備、研修の実施等に加え、訓練（シミュレーション）の実施

・その他のサービスについて、委員会の開催、指針の整備、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等

イ　業務継続に向けた取組の強化

災害等が発生した場合であっても、必要なサービスや処遇が継続的に提供できる体制を構築する観点から、業務継続に向けた計画等の策定、研修の実施、訓練（シミュレーション）の実施等が義務づけられました。

ウ　災害への地域と連携した対応の強化

災害等への対応においては、地域との連携が不可欠であることを踏まえ、非常災害対策（計画策定、関係機関との連携体制の確保、避難等訓練の実施等）が求められる介護・障害福祉サービス事業者（通所系、短期入所系、特定、施設系）及び救護施設等は、関係機関等との協定締結や地域自治会との交流などにより相互支援体制の充実を図っていくこととなります。
３　業務継続計画（ＢＣＰ）の策定支援
　厚生労働省及び茨城県では、介護施設及び事業者並びに障害福祉サービス施設・事業者の業務継続計画策定の支援を行うために、ホームページを開設しています。ホームページでは、自然災害や感染症の発生を想定した業務継続計画のガイドラインやひな形、研修ビデオが閲覧・ダウンロードできるようになっておりますので、各施設・事業者が必要に応じて計画策定等の参考にしてください。
業務継続ガイドライン等については、次のとおり掲載されておりますので、厚生労働省等のホームページアドレス（ 注2 ）からご確認ください。
＜新型コロナウイルス感染症編＞

・新型コロナウイルス感染症発生時の業務継続ガイドライン

・様式ツール集

・ひな形：①（入所系）、ひな形②（通所系）、ひな形③（訪問系）

＜自然災害編＞

・自然災害発生時の業務継続ガイドライン

・ひな形：①（入所系）、ひな形②（通所系）、ひな形③（訪問系）
（ 注１ ）
「指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準」（平成11年3月31日、厚生省令第37号）、「同基準等の一部を改正する省令」（令和３年厚生労働省令第９号）　　※以下、基準の一部を改正する省令は省略
「指定介護老人福祉施設の人員、設備及び運営に関する基準」（平成11年3月31日、厚生省令第39号）
「養護老人ホームの設備及び運営に関する基準」（昭和41年７月1日、厚生省令第19号）
「軽費老人ホームの設備及び運営に関する基準」（平成20年5月9日、厚生労働省令107号）
「障害者の日常生活及び社会生活を総合的に支援するための法律に基づく指定障害福祉サービスの事業等の人員、設備及び運営に関する基準(平18年厚生労働省令第58号改称)」（平成18年厚生労働省令第171号）
「救護施設、厚生施設、授産施設及び宿泊提供施設の整備及び運営に関する基準」（昭和41年7月1日、厚生省令18号）
（ 注２ ）
介護施設・事業所における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援【厚生労働省ＨＰ】
ホームページアドレス（ＵＲＬ）：（自然災害編、新型コロナウィルス感染症編）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00002.html
障害福祉サービス事業所等における自然災害発生時の業務継続ガイドライン等【厚生労働省ＨＰ】
ホームページアドレス（ＵＲＬ）：（自然災害編）
https://www.mhlw.go.jp/stf/newpage_15758.html
障害福祉サービス事業所等における業務継続計画（ＢＣＰ）作成支援に関する研修【厚生労働省ＨＰ】
ホームページアドレス（ＵＲＬ）：（新型コロナウィルス感染症編）
https://www.mhlw.go.jp/stf/seisakunitsuite/bunya/hukushi_kaigo/kaigo_koureisha/douga_00003.html
高齢者福祉施設・事業所における事業継続計画（ＢＣＰ）策定の手引【茨城県ＨＰ】
ホームページアドレス（ＵＲＬ）：（自然災害編）
https://www.pref.ibaraki.jp/hokenfukushi/chofuku/jigyo/bcp.html
436
387

